
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末
残高 摘 要

当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 84¶499¶944 1¶954¶925 3¶885 86¶450¶984 32¶939¶579 3¶714¶290 352¶006 ` 106¶478 53¶159¶398

構 築 物 6¶881¶232 117¶992 8¶656 6¶990¶568 4¶029¶327 215¶702 18¶335 ` 1¶387 2¶942¶906

工 具 器 具 備 品 2¶972¶463 417¶802 3¶783 3¶386¶483 2¶248¶702 393¶019 ` ` ` 1¶137¶781

船 舶 21¶564 ` ` 21¶564 21¶564 ` ` ` ` 0

計 94¶375¶203 2¶490¶719 16¶324 96¶849¶598 39¶239¶171 4¶323¶012 370¶341 ` 107¶865 57¶240¶086

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 13¶056¶729 25¶876¶116 ` 38¶932¶845 6¶748¶245 1¶550¶461 12¶263 ` ` 32¶172¶337

構 築 物 1¶458¶511 1¶207¶546 7¶045 2¶659¶012 571¶872 128¶685 2¶717 ` 232 2¶084¶422

機 械 装 置 87¶147 5¶686 ` 92¶832 64¶322 6¶904 ` ` ` 28¶510

工 具 器 具 備 品 35¶977¶257 9¶459¶410 3¶081¶315 42¶355¶351 26¶069¶415 5¶496¶631 ` ` ` 16¶285¶935

図 書 9¶867¶161 115¶274 78¶307 9¶904¶127 ` ` ` ` ` 9¶904¶127

船 舶 8¶564 ` ` 8¶564 6¶396 1¶093 ` ` ` 2¶168

車 両 運 搬 具 117¶607 3¶797 ` 121¶404 103¶425 11¶007 ` ` ` 17¶979

その他の有形固定資産 966 ` ` 966 966 ` ` ` ` 0

計 60¶573¶943 36¶667¶827 3¶166¶667 94¶075¶102 33¶564¶642 7¶194¶780 14¶981 ` 232 60¶495¶480

（つくば国際戦略総合特区について）
本学、茨城県及びつくば市が指定された「つくば国際戦略総合特区」は、総合特区で講じられる規
制・制度の特例措置や税制上の特例措置等を効果的に活用し、「つくばを変える新しい産学官連携シ
ステム」を構築するための先導的プロジェクトに取り組むためのもので、その財政支援として運営費
交付金が交付された。 （単位：千円）

交付年度 期首残高 交 付 額
執 行 済 額

期末残高
費 用 資 産 小 計

Ｈ24 ` 722¶518 237¶738 27¶791 265¶529 456¶989

（東日本大震災関係）
東日本大震災により損壊した施設及び設備の修復関連経費として、平成23年度に補正予算が交付さ
れ、未完了部分の予算は当事業年度に繰越された。
この財源による当事業年度内の経費を災害損失として計上している。 （単位：千円）

財 源 交付年度 期首残高 交付額
執 行 済 額

期末残高
費 用 資 産 小 計

運営費交付金 Ｈ23 1¶214¶631 ` 115¶497 498¶004 613¶501 601¶130

施設費整備費補
助金

Ｈ23 1¶485¶240 ` 443¶386 0 443¶386 1¶041¶854
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２．ＰＦＩ事業である「筑波大学附属病院再開発に係る施設整備等事業」に関する病院運営支援費、
維持管理費等 一年以内 5¶119¶073千円、一年超 73¶887¶560千円、施設整備費 26¶091¶725千円、
（元本相当額）、医療機器調達費 2¶668¶271千円（元本相当額）
なお、サービス対価のうち、統括マネジメント費、開設準備・移行支援費、病院運営支援費（調
達業務費を除く。）及び施設維持管理費の支払額は物価変動等に伴い改定されることがある。
３．「（災害復旧）総合体育館新営その他工事」に関する翌事業年度以降支払額 1¶087¶065千円
４．「汎用ペレトロンタンデム加速器システム」に関する翌事業年度以降支払額 372¶120千円

（重要な後発事象）
該当事項はない。
（千円単位の金額の表示について）
各々の計数を表示単位未満で四捨五入しているため、合計額と符合しない場合がある。
ただし、「損失の処理に関する書類（案）」については円単位で表示している。
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